
質  問  回  答  書 
※ この MS-WORD文書のまま送付お願いいたします。（PDF等のフォーマットへ変換しないでください） 

2020年 11月 30日 

「（案件名）パラグアイ国農牧バリューチェーン強化プロジェクト（第１フェーズ）」 

 （公示日：２０２０年１１月１８日／公示番号：20a00843）について、質問と回答は以下の通りです。 

 

通番号 当該頁項目 質問 回答 

1.  P10 

第２ プロポーザル作

成に係る留意事項 

１ プロポーザルに記

載されるべき事項 

（３）業務従事者の経

験、能力 

【業務従事者：担当分野 バリュ

ーチェーン強化／流通・マーケ

ティング】ｃ）語学能力：評価せず

とありますが、P12 の別紙では

語学の配点が３点ございます。

どちらが正しいでしょうか。 

【業務従事者：担当分野 バリューチェーン強化／流通・マーケティング】ｃ）語学

能力：評価せず、が正しいです。P12 別紙の語学の配点 3点が誤りでしたので

0点に修正します。新しい配点は、下記のとおりです。 

 

2.  P.9 第 2 プロポーザ

ル作成に係る留意事

項 1-（2）-1）  

渡航が 10 月以降になった場合

に事前に実施できる国内業務に

ついても提案があれば記載くだ

さい。と、なっておりますが、渡

航が 2021 年 4 月以降になった

場合という理解で宜しいでしょう

か。 

ご理解のとおりです。2021年 4月以降と訂正してお詫び申し上げます。 

3.  P.4 第 1企画競争の

手続き 7-（6）-2） 

P.22 第 4 業務実施

P.4 には、現地再委託経費は別

見積にするように、との記載が

あります。一方、P.22 には現地

現地再委託費は別見積が正しいです。P.22 の記載が誤りでした。別見積と訂

正してお詫び申し上げます。 



上の条件 6-（1）  再委託にかかる費用は本見積と

記載されています。現地再委託

費は別見積で宜しいのでしょう

か。 

4.  P9 

第２ プロポーザル作

成に係る留意事項 

（２）業務の実施方

針等  

１）業務実施の基本

方針 

「渡航が10月以降になった場

合に事前に実施できる国内業

務についても提案があれば記

載ください。」とありますが、

これに係る経費については、別

見積として計上してもよろし

いでしょうか。 

上記「２．」にて回答のとおり、2021 年 4 月以降に訂正したうえで、2021 年 4 月

以降の渡航再開が延期された場合は、その時点で今後の調査方針を検討の

上、必要に応じて変更契約を行いますので、プロポーザル提出時の別見積書

作成は不要です。 

 

5.  P17 

第６ 業務の内容 

４）農牧産品バリュー

チェーン強化に向け

た政策・制度強化 

 

「第三国関係者と視察内容等の

調整、日程の調整（1 週間程度

を想定）等を行うとともに、研修

に同行して実施監理を担う。」と

ありますが、この実施に係る

MM は業務量の目安の合計

10.75MMに含まれておりますで

しょうか。 

含まれている場合 MM をご教授

ください。 

第三国研修の実施は全体の 10.75MM に含まれております。第三国研修は 1

週間程度の研修管理業務となるので、必要な MMを計上してください。 

6.  P17 

第６ 業務の内容 

５）アクションプランの

策定 

 

「本邦研修では、コンサルタント

チームは C/P と協議しつつ、研

修対象者の人選（5 名程度を想

定）、研修内容の検討、講師の

選定、日程の調整（10 日間程度

を想定）等を行うとともに、研修

本邦研修の実施にかかる MM は全体の 10.75MM に含まれております。本邦

における研修は 10日程度の研修管理業務となるので、必要なMMを計上して

ください。 



に同行して実施監理を担う。」と

ありますが、この実施に係る

MM は業務量の目安の合計

10.75MMに含まれておりますで

しょうか。 

含まれている場合 MM をご教授

ください。 

7.  P4 別見積りの対象として、第三国

研修・第三国専門家に係る経費

が掲載されています。第三国専

門家を調査団員メンバーとして

加える場合、日本人団員同様、

人件費がかかることになります

が、これも別見積りということに

なるのでしょうか。もしもそうでな

い場合、ここで言う「第三国専門

家に係る経費」とは何になるでし

ょうか。 

P4 の第三国専門家は、調査団員ではなく外部講師としての位置づけを想定し

ています。必要経費とは、講師としてパラグアイにおいてセミナー等を開催する

場合の旅費や謝金などを想定しています。 

 

8.  P18 

 

支援対象可能性のあるバリュー

チェーンとして、中小家畜、酪

農、薬草、野菜、果樹、原料が

提示されています。これ以外の

バリューチェーンについても、現

地側次第では候補となる可能性

もあり得るでしょうか。 

これまでの品目選定の経緯として、1）MAG 及び FECOPROD が目指す既存産

品への依存からの脱却と付加価値の付与、2）C/Pが戦略的に注力している

産品である、3）JICA パラグアイ事務所が事業の効果発現の観点から有望

であると判断したことから、これらのバリューチェーンを挙げています。

然しながら、事業開始後に上記 3項目を踏まえて関係者間で協議し、その

結果として合意に至った場合、これ以外の品目が選定される可能性を除外

するものではありません。例えば、コンポストや家畜用飼料の原料と想定

しているコメが対象産品となる可能性はあり得ます。 



9.  P.18 バリューチェーン分析対象ある

いは選定対象となる「品目」の範

囲についての質問です。記述の

通り「野菜」や「酪農」を 1 品目と

してとらえるという理解でよろし

いでしょうか。あるいは 3 品目選

定の過程で、例えば同じ「野菜」

のなかでも共通のバリューチェ

ーン構造を持つ特定の産品・産

品グループのみを選定するよう

な可能性もあり得るという理解で

よろしいでしょうか。 

これまでの C/P との協議において、「通常農家は多品目を生産することで生計

を立てている」という点が強調されている状況を踏まえ、現時点では大きなカテ

ゴリーになっていますが、「野菜」や「酪農」を 1品目としてとらえると規模が大き

すぎるので、例えば「野菜」の中から共通のバリューチェーン構造を持つ特定の

産品・産品グループを選定する可能性もあり得ます。 

10.  • 企画競争説明書 5

ページ、第 1 企画

競争の手続き、8．

プロポーザル評価

と契約交渉権者決

定の方法、（1）評

価対象業務従事者

について、２）評価

対象とする業務従

事者の予定人月数 

約 4.9M/M 

• 企画競争説明書

21ページ、第 4 業

務実施上の条件、

2.業務量の目途と

評価対象となる業務従事者 2名

の予定人月数について確認させ

てください。 

指示書では評価対象者の予定

人月数は約 4.9M/M となってい

ますが、これは、評価対象 2 名

のそれぞれにつき約 4.9M/M と

いう理解でよろしいでしょうか。 

評価対象となる業務従事者に割り振られた MM を合わせた合計となります。各

人に 4.9MMを想定しているわけではありません。 



業務従事者の構成

（ 案 ） 合 計  約

10.75M/M 

11.  • 企画競争説明書

16ページ、第 3 特

記仕様書案、5. 実

施方針及び留意事

項、（３） 対象品目

の選定 

対象品目の選定基準の一つとし

て、「日本側・パラグアイ側リソー

スや活動機関と予算規模等」と

ありますが、「日本側・パラグア

イ側リソースや活動期間と予算

規模等」と理解してよろしいでし

ょうか。 

誤字につき、大変失礼いたしました。ご理解のとおりで結構です。 

12.  企画競争説明書

17ページ、第 3 特記

仕様書案、5. 実施方

針及び留意事項、

（4） 第三国研修 

参加者の航空チケットのクラス

や、日当・宿泊費の金額等が決

まっていましたら、ご教示いただ

けますでしょうか。 

参加者の航空チケットのクラスはエコノミーで計上ください。日当・宿泊費につい

ては、下記を基準値として別見積もりとしてください。 

＜メルコスール諸国且つ課長クラス想定＞ 

日当：4,200円 

宿泊費：12,900円 

13.  企画競争説明書

17ページ、第 3 特記

仕様書案、5. 実施方

針及び留意事項、

（5） 本邦研修 

当該研修の経費は、技術研修

費にあたるかと思いますが、経

理処理ガイドラインには「原則と

して、企画競争説明書に規定し

た定額を見積金額として計上す

ることを求めます」と記載されて

います。本邦研修にかかる費用

（定額）、また、必要な MM の規

定がありましたらご教示くださ

い。 

本邦研修にかかる費用は 600万円の定額計上へと変更いたします。 

MMの規定は特にありませんので、必要な MMを計上ください。 



14.  なし 事前聞き取りにて、VC に係る現

地調査遂行のためのローカルコ

ンサルタントの再委託とは別途、

案件の業務調整としてローカル

人材の雇用も検討されているとい

うようなお話がありました。ローカ

ル人材の業務調整としての雇用

は想定されていますでしょうか。 

一般業務費の中で現地特殊庸人として業務調整を配置することを認めますの

で、必要経費を計上してください。 

 

 

 

以 上 

 


